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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期

第３四半期連結
累計期間

第31期
第３四半期連結
会計期間

第30期

会計期間

    自平成21年
      １月１日
    至平成21年
      ９月30日

    自平成21年
      ７月１日
    至平成21年
      ９月30日

    自平成20年
      １月１日
    至平成20年
      12月31日

売上高（百万円） 11,075 3,815 20,916

経常利益（百万円） 382 228 2,489

四半期（当期）純利益（百万円） 233 178 1,004

純資産額（百万円） － 17,883 18,074

総資産額（百万円） － 20,644 21,391

１株当たり純資産額（円） － 1,013.11 1,020.22

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 14.12 10.78 59.74

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
－ － 59.72

自己資本比率（％） － 81.2 79.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,725 － 1,764

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△523 － △1,724

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△633 － △1,033

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万

円）
－ 6,367 5,683

従業員数（人） － 1,003 1,085

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第31期第３四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、連結子会社であったOPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.は、解散したため、関係

会社に該当しなくなりました。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,003(61)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載してお

ります。

（２）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人）  253(20)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 (1）電子機器関連事業  

 防犯関連（百万円） 1,354

 自動ドア関連（百万円） 899

 産業機器関連（百万円） 710

 交通関連（百万円） 0

 生産受託関連（百万円） 205

 その他（百万円） 48

 計（百万円） 3,217

(2）その他の事業（百万円） －

合計（百万円） 3,217

（注）１．上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度より、電子機器関連事業における区分の名称を変更しております。

（２）商品仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 (1）電子機器関連事業  

 防犯関連（百万円） 40

 自動ドア関連（百万円） 7

 産業機器関連（百万円） 3

 交通関連（百万円） 0

 生産受託関連（百万円） －

 その他（百万円） －

 計（百万円） 51

(2）その他の事業（百万円） 0

合計（百万円） 52

（注）１．上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度より、電子機器関連事業における区分の名称を変更しております。
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（３）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 (1）電子機器関連事業  

 防犯関連（百万円）  －

 自動ドア関連（百万円）  －

 産業機器関連（百万円）  －

 交通関連（百万円）  －

 生産受託関連（百万円） 160

 その他（百万円）  92

 計（百万円） 253

(2）その他の事業（百万円）  －

合計（百万円） 253

（注）１．上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

       ２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産受託関連を除き見込み生産を行っているため、該当事項は

ありません。

３．当連結会計年度より、電子機器関連事業における区分の名称を変更しております。

（４）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 (1）電子機器関連事業  

 防犯関連（百万円） 1,784

 自動ドア関連（百万円） 959

 産業機器関連（百万円） 782

 交通関連（百万円） 9

 生産受託関連（百万円） 200

 その他（百万円） 51

 計（百万円） 3,788

(2）その他の事業（百万円） 26

合計（百万円） 3,815

（注）１．電子機器関連事業における区分間の取引については相殺消去しております。

２．当連結会計年度より、電子機器関連事業における区分の名称を変更しております。

３．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 割合（％）

ＳＩＣＫ　ＡＧ 365 9.6 

４．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間における経済環境は、在庫調整の一巡や景気対策などにより、一部持ち直しの動き

が見られるものの、世界的な金融危機の影響による企業収益の悪化から設備投資は引き続き低調に推移しまし

た。また、雇用情勢の深刻化から個人消費が低迷するなど景気は依然として先行き不透明な状況が続いておりま

す。　

このような経済情勢の下、当社グループは「全社一丸となって『Quick』かつ『Flexible』に」を経営方針に

掲げ、新製品の早期立ち上げ、新たな販路構築と代理店育成システムの整備、新規事業構築への機動的な投資配分

などを実行してまいりました。しかしながら、需要の減少と円高による影響から、当第３四半期連結会計期間の売

上高は38億15百万円となりました。利益面につきましては、外部への設計委託費用をはじめとした固定費の削減

に取り組んだ結果、営業利益は２億60百万円、経常利益は２億28百万円、四半期純利益は１億78百万円とな

りました。　

防犯関連につきましては、国内においては警備会社・電設資材・家電業界向けなどの受注が減少したことによ

り、前年同期を下回りました。海外においては代理店の在庫調整一巡などを背景に市場環境の底打ち感は見られ

るものの、欧米をはじめとした建築市況低迷の影響は大きく、大幅な減収となりました。

自動ドア関連につきましては、国内においては建築市況低迷の影響により自動ドア用センサの需要が減少した

ことに加え、小売業界の投資意欲減退の影響により客数情報システムの売上高が前年同期を大きく下回りまし

た。海外においては欧米の自動ドア業界の景況が国内以上に落ち込み、その影響を受け前年同期を下回りまし

た。　

産業機器関連につきましては、国内においては三品（食品、医薬品、化粧品）業界向けを中心に画像機器は堅調

に推移しましたが、景気後退の影響で自動車、電機、半導体向けが低迷し、前年同期を下回りました。海外において

はヨーロッパ企業の設備投資抑制の影響を強く受け、前年同期を大幅に下回る結果となりました。

　

事業の種類別セグメントの状況につきましては、電子機器関連事業の売上高及び営業利益の金額が全セグメン

トの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しておりま

す。

　

所在地別セグメントの状況につきましては、次のとおりであります。

① 日本

防犯関連につきましては、国内の警備会社・電設資材・家電業界向けなどの受注の減少や、海外向け輸出

も建築市況低迷による需要減少の影響を大きく受けました。自動ドア関連につきましては、自動ドア設置台

数減少の影響を受けたことに加え、客数情報システムも受注が大きく減少しました。産業機器関連につきま

しては、国内向け画像機器の売上高は前年同期を上回りましたが、ヨーロッパ向け輸出が大幅減と

なりました。この結果、売上高は24億15百万円、営業利益１億58百万円となりました。

② 北米

防犯関連、自動ドア関連ともに、建築市況下落の影響を強く受け、減収となりました。この結果、売上

高は４億24百万円、営業利益20百万円となりました。

③ ヨーロッパ

防犯関連につきましては、建築市況低迷の影響による需要の減速により大幅な減収となりました。自動ド

ア関連につきましては、シェアの増加はみられるものの、自動ドア業界の景況悪化が著しく前年同期を

下回りました。この結果、売上高は５億65百万円、営業損失５百万円となりました。

④ アジア

中国における生産受託関連につきましては、世界同時不況の影響もあり受託製品数量の大幅な落ち込み

により減収となりました。一方、韓国における防犯関連につきましては、警備会社向けの受注が好調に推移

し、前年同期を上回りました。この結果、売上高は４億９百万円、営業利益71百万円となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

（百万円）　

　 第３四半期連結会計期間

営業活動によるキャッシュ・フロー 549

投資活動によるキャッシュ・フロー △100

財務活動によるキャッシュ・フロー △263

現金及び現金同等物に係る換算差額 △165

現金及び現金同等物の増減額 20

 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期会計期間末

と比較して20百万円増加し63億67百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は５億49百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益の確保

（２億９百万円）及び売上債権の減少（２億22百万円）により資金が増加したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は１億円となりました。これは主に資金運用に伴う有価証券及び投資有価証券

の取得及び売却（差引支出 55百万円）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億63百万円となりました。これは主に配当金の支払額（２億22百万円）に

よるものであります。

　なお、当第３四半期における円高進行により外貨建の預金等に為替評価損が発生していることから、現金及

び現金同等物に係る換算差額は△１億65百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

依然として当社グループを取り巻く経営環境は、一部において市況の底打ち感が見られるものの、建築関連、設

備投資関連などでは回復に時間を要することが想定され、厳しい事業運営が続くものと予想されます。　

このような状況の下、新たにラインアップした製品をもとに新規ルート開拓を推進するなど、業績回復のス

ピードアップを図ってまいります。更に画像監視システムやＬＥＤ照明分野などの新規事業領域において早期に

実績を上げるべく注力してまいります。

また、引続き全社的な製品原価低減、固定費削減を実践し、徹底的にムダを排した強い企業体質の構築を目指し

てまいります。

　

（４）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億77百万円であります。なお、当

第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

 　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(２）設備の新設、除却等の計画

 　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成21年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,984,596 16,984,596
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 16,984,596 16,984,596 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの平成13年改正旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。

平成16年３月27日の第25回定時株主総会決議に基づくもの

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,140

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 148,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,502

新株予約権の行使期間
自　平成18年４月１日

至　平成22年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

2,502

1,251

新株予約権の行使の条件 （注）１．

新株予約権の譲渡に関する事項
付与された権利を第三者に譲渡、質入その他の処分は認

めないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．①　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役また

は従業員の地位にあることを要する。ただし、退任、定年退職等によりかかる地位を喪失した場合は、喪

失後２年間に限り権利行使を認める。

　②　新株予約権の質入れ、権利設定は認めない。

③　その他、権利行使の条件については、第25回定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と本件新株予約権割当ての対象となる当社の取締役、監査役または従業員との間で個別に締結した

新株予約権割当に関する契約に定めるところによる。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権を行使した場合または定款授権に基

づく取締役会の決議により当社が取得した自己株式をストックオプションの権利者に譲渡した場合は払込

金額の調整は行わない。

     
既発行株式数 ＋

 新規発行株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

 １株当たりの時価

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行いました。これにより、「新株予

約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」はそれぞれ比例的に調整しております。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 16,984,596 － 2,798 － 3,649

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 

普通株式 　　 423,600

（相互保有株式）

普通株式  　　 28,600

－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   16,373,600 163,736 同上

単元未満株式 普通株式  　  158,796 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 16,984,596 － －

総株主の議決権 － 163,736 －

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

オプテックス株式会社 

滋賀県大津市におの浜四丁

目７番５号
423,600 － 423,600 2.49

（相互保有株式）

オフロム株式会社 
福井県福井市三留町72-10 28,600 － 28,600 0.17

計 － 452,200 － 452,200 2.66
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 838 890 890 875 884 998 966 1,145 1,201

最低（円） 742 798 751 794 805 880 880 923 1,021

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トーマツか

ら名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,367 5,683

受取手形及び売掛金 3,064 4,069

有価証券 1,269 695

商品及び製品 1,439 1,800

仕掛品 92 96

原材料及び貯蔵品 652 746

繰延税金資産 433 453

その他 776 637

貸倒引当金 △26 △30

流動資産合計 14,069 14,153

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,372

※
 1,443

機械装置及び運搬具（純額） ※
 173

※
 206

工具、器具及び備品（純額） ※
 413

※
 575

土地 1,203 1,203

建設仮勘定 12 5

有形固定資産合計 3,175 3,433

無形固定資産

のれん 183 260

その他 281 241

無形固定資産合計 464 501

投資その他の資産

投資有価証券 1,884 2,149

繰延税金資産 729 805

その他 379 364

貸倒引当金 △57 △17

投資その他の資産合計 2,935 3,301

固定資産合計 6,575 7,237

資産合計 20,644 21,391
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 608 849

短期借入金 70 86

1年内返済予定の長期借入金 8 12

未払法人税等 44 294

繰延税金負債 8 25

賞与引当金 196 59

その他 696 798

流動負債合計 1,634 2,127

固定負債

長期借入金 0 7

繰延税金負債 64 196

再評価に係る繰延税金負債 6 6

退職給付引当金 665 598

役員退職慰労引当金 373 363

その他 16 16

固定負債合計 1,127 1,189

負債合計 2,761 3,317

純資産の部

株主資本

資本金 2,798 2,798

資本剰余金 3,653 3,653

利益剰余金 11,735 12,081

自己株式 △537 △534

株主資本合計 17,649 17,998

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 67 △37

土地再評価差額金 10 10

為替換算調整勘定 △958 △1,080

評価・換算差額等合計 △880 △1,107

新株予約権 2 0

少数株主持分 1,112 1,183

純資産合計 17,883 18,074

負債純資産合計 20,644 21,391
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 11,075

売上原価 5,480

売上総利益 5,595

販売費及び一般管理費 ※
 5,240

営業利益 354

営業外収益

受取利息 59

為替差益 24

受取賃貸料 15

その他 32

営業外収益合計 131

営業外費用

支払利息 3

持分法による投資損失 17

賃貸費用 21

投資事業組合運用損 53

その他 8

営業外費用合計 103

経常利益 382

特別利益

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除却損 3

投資有価証券評価損 99

子会社清算損 15

貸倒引当金繰入額 30

特別損失合計 148

税金等調整前四半期純利益 234

法人税、住民税及び事業税 161

法人税等調整額 △132

法人税等合計 29

少数株主損失（△） △28

四半期純利益 233
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 3,815

売上原価 1,837

売上総利益 1,977

販売費及び一般管理費 ※
 1,717

営業利益 260

営業外収益

受取利息 21

受取賃貸料 4

その他 11

営業外収益合計 37

営業外費用

支払利息 1

為替差損 34

持分法による投資損失 1

賃貸費用 8

投資事業組合運用損 20

その他 2

営業外費用合計 68

経常利益 228

特別損失

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損 2

子会社清算損 15

特別損失合計 19

税金等調整前四半期純利益 209

法人税、住民税及び事業税 64

法人税等調整額 △23

法人税等合計 40

少数株主損失（△） △10

四半期純利益 178
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 234

減価償却費 427

のれん償却額 77

退職給付引当金の増減額（△は減少） 66

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） 35

賞与引当金の増減額（△は減少） 136

受取利息及び受取配当金 △64

支払利息 3

為替差損益（△は益） 0

持分法による投資損益（△は益） 17

投資有価証券評価損益（△は益） 99

固定資産除売却損益（△は益） 3

子会社清算損益（△は益） 15

売上債権の増減額（△は増加） 1,019

たな卸資産の増減額（△は増加） 486

仕入債務の増減額（△は減少） △276

その他 △327

小計 1,964

利息及び配当金の受取額 54

利息の支払額 △3

法人税等の支払額 △290

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,725

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △2,746

有価証券の売却及び償還による収入 2,647

有形固定資産の取得による支出 △129

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △90

投資有価証券の取得による支出 △206

投資有価証券の売却による収入 1

貸付けによる支出 △8

貸付金の回収による収入 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △523

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △22

長期借入金の返済による支出 △11

配当金の支払額 △552

少数株主への配当金の支払額 △46

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △633

現金及び現金同等物に係る換算差額 115

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 684

現金及び現金同等物の期首残高 5,683

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,367
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（１）連結の範囲の変更

　　OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.は、平成21年８月21日に清算結了

したため、連結の範囲から除外しております。なお、同社の清算結了

日までの損益計算書については連結しております。

（２）変更後の連結子会社の数

　　15社

　

２．会計処理基準に関する事

項の変更

（１）「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用し、評

価基準については主として総平均法による原価法から、総平均法に

よる原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更して

おります。

　　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

 

（２）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」の適用

    第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成

18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　なお、この適用による損益への影響は軽微であります。  

　

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

  当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

　

２．棚卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を

省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

よっております。 

　

３．固定資産の減価償却費の

算定方法

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

　

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

  当第３四半期連結累計期間における法人税等の算定に関しては、加味

する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によってお

ります。

  また、一部の重要性の乏しい連結子会社については、上記に替えて、税

引前四半期純利益に前連結会計年度末の損益計算書における税効果会計

適用後の法人税等の負担率を乗じて算定しております。 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、且つ一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認めら

れる場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

　

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　 該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、5,320百万円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,982百万円であり

ます。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 12百万円

役員報酬及び従業員給与 1,809

賞与引当金繰入額 169

退職給付費用 85

役員退職慰労引当金繰入額 9

研究開発費 1,064

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 △0百万円

役員報酬及び従業員給与 577

賞与引当金繰入額 89

退職給付費用 28

役員退職慰労引当金繰入額 5

研究開発費 377

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 6,367

現金及び現金同等物 6,367
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　16,984,596株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　 432,223株

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　２百万円（親会社　－百万円、連結子会社　２百万円）

（注）連結子会社のストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりま

せん。

４．配当に関する事項

配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月28日

定時株主総会
普通株式  331 20 平成20年12月31日平成21年３月30日利益剰余金

平成21年８月５日

取締役会
普通株式 248 15 平成21年６月30日 平成21年９月３日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　当グループにおける電子機器関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高及び営業利益の

合計額に占める割合がそれぞれ90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間　（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計　　　（百万
円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高
2,415 424 565 409 3,815 － 3,815

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
744 － 1 600 1,345 △1,345 －

計 3,159 424 567 1,009 5,161 △1,345 3,815

営業利益又は営業損失（△） 158 20 △5 71 245 15 260

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国

(2）ヨーロッパ　…　イギリス、フランス、ポーランド、オランダ

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

 

当第３四半期連結累計期間　（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計　　　（百万
円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高
7,219 1,162 1,688 1,00411,075 － 11,075

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,979 － 2 1,614 3,597 △3,597 －

計 9,199 1,162 1,691 2,61914,673 △3,59711,075

営業利益又は営業損失（△） 343 3 △76 96 368 △13 354

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国

(2）ヨーロッパ　…　イギリス、フランス、ポーランド、オランダ

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間　（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 386 1,208 570 215 2,380

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 3,815

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
10.1 31.7 14.9 5.6 62.4

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。

 

当第３四半期連結累計期間　（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,047 3,656 1,421 540 6,666

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 11,075

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％）
9.5 33.0 12.8 4.9 60.2

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米　…………　米国、カナダ

(2）ヨーロッパ　…　ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア

(3）アジア　………　中国、香港、台湾、韓国

(4）その他　………　オセアニア、アフリカ、南米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。
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（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間において、前連結会計年度末と比べて著しい変動が認められないため記載を省略して

おります。

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

  

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

  

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　　０百万円

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 1,013.11円 １株当たり純資産額 1,020.22円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 14.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 10.78円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 233 178

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 233 178

期中平均株式数（株） 16,552,540 16,552,386

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 －  －

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成21年８月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………248百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年９月３日

　（注）平成21年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月９日

オプテックス株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石田　　昭　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　浩一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックス株式会

社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オプテックス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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